
防災情報発信等に関する協定書 

 

伊達市（以下「甲」という。）と福島テレビ株式会社（以下「乙」という。）は、

災害に係る情報発信等に関し、次のとおり連携協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲及び乙が連携を図り、災害前兆段階での防災情報及び発災後

の生活支援情報等について、迅速かつ正確に情報発信することを目的とする。 

 

（情報発信の内容） 

第２条 甲及び乙は、連携して次の事項について情報発信する。 

(1) 地震、風水害その他の災害に対する「避難情報」、「警戒レベル相当情報」、

「避難所等の開設情報」等 

(2) 発災後における生活支援情報 

(3) 平時の甲の防災関連の取り組み等に関する情報 

(4) その他、甲及び乙が必要と判断した情報 

 

（情報発信の方法） 

第３条 情報の収集・伝達・発信の方法は、以下のとおりとする。 

(1)  甲から乙への情報伝達は、Ｌアラート等により行うものとする。 

(2)  乙は、甲のエリアでの災害危険情報等、きめ細やかな情報の収集に努める。 

(3)  乙は、(1)及び(2)で得た情報について、乙の番組、速報スーパー、Ｌ字放送等 

によって報道するとともに、乙のホームページ及び公式ＳＮＳ等インターネッ 

トを通じて情報発信する。 

(4)  災害発生の危険が高まる場合においては、甲の判断により、適切な避難を促す 

目的で「市長からの呼びかけ」等を、動画もしくはメッセージにより乙に提供 

し、乙が放送・配信することも可能とする。 

 

（防災関連の研修等） 

第４条 甲及び乙は、災害に関する対応力の向上等を目的に、定期的に研修会等を開

催する。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲及び乙は、この協定の運用に要する経費負担を一切求めないこととする。 

 

 



（担当者名簿の作成） 

第６条 甲及び乙は、この協定の日及び毎年４月１日現在の事務担当者名簿を作成し 

相互に交換するものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和４年３月31日までとする。た

だし、有効期間満了の１ヵ月前までに、甲又は乙が各相手方に対し、特段の意思

表示をしない場合は、有効期間満了の日の翌日から更に１年間同一の条件をもっ

て更新するものとし、以後も同様とする。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定める事項について、疑義の生じた事項及びこの協定に定めのな

い事項については、甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため，本書２通を作成し，甲と乙が記名押印の上，各自そ

の１通を所持する。  

 

 

令和３年９月１日 

 

 

甲  伊達市保原町字舟橋180番地 

   伊達市 

代表者 伊達市長   須田 博行 

 

 

乙  福島市御山町２番５号 

福島テレビ株式会社 

代表者 代表取締役社長 横山 淳 

 


